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研究成果の概要： 

愛媛全県を対象に２年の間隔で２回、延べ 3000 km の航空レーザー測定を行い、各時点の森

林面積と森林蓄積、および時点間の蓄積の差として森林生産量と炭素吸収量を明らかにした。

その結果、それぞれ 4,457 km2、1.43 億 m3強、147 万 m3/年および 49 万 tC/年となり、林野庁が

京都議定書の森林炭素収支勘定に用いる森林簿の値とは相当の隔たりがあり、人口に膾炙する

森林簿の不正確さが実証できた。 

 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００５年度 14,900,000 4,470,000 19,370,000 

２００６年度 8,800,000 2,640,000 11,440,000 

２００７年度 7,300,000 2,190,000 9,490,000 

２００８年度 3,700,000 1,110,000 4,810,000 

  年度  

総 計 34,700,000 10,410,000 45,110,000 

 
 
研究分野：森林資源計画 
科研費の分科・細目：環境学・環境動態解析 
キーワード：京都議定書・森林の炭素収支・土地利用区分・航空レーザー測距法 

森林の広域測定・ＮＡＳＡ・バイオマス 
 
１．研究開始当初の背景 

京都議定書によりわが国は 2008-2012 の第

一約束期間までに1990年比で6％の二酸化炭

素排出量削減義務を負うことになったが、議

定書 3 条 4 項の『森林管理による炭素吸収』

で 3.9 %を賄い、実質的な削減義務量を 2.1％

とする方針で臨んでいる。この炭素吸収量の

記録･算定･報告にあたり、IPCC の "Land Use, 

Land-use Change and Forestry” (2000) は透明

性･一貫性･比較可能性･完全性･正確性･証明

可能性･効率性の確保を強く求めているが、

報告担当官庁たる林野庁が吸収量の算定に

用いることにしている森林簿の蓄積が過少

なことは人口に膾炙しており IPCC の求める

科学技術的な水準を満たしうるとは言い難

く、抜本的な改善が望まれていた。そこで、

これまで当研究室が開発してきた航空レー

ザー測距法が森林簿に代わるか、あるいはこ

れを補完し、経済的にも優れた森林計測法で

あることを示すため、本研究を発想した。 

 
２．研究の目的 

研究種目：基盤研究（Ａ） 

研究期間：2005～2008 

課題番号：１７２０１００５ 

研究課題名（和文） 京都議定書に対応した森林における CO2吸収量の広域測定法の開発 

  

研究課題名（英文） Methodology Development for Forest Carbon Budgeting corresponding 

to the Kyoto Protocol   

研究代表者 

末田 達彦（SWEDA TATSUO） 

愛媛大学・農学部・教授 

研究者番号：９０１０９３１４ 



 

 

 愛媛全県の反復測定により各時点におけ
る森林蓄積を明らかにしたうえ、両者の差と
して森林の生長量と炭素吸収量を明らかに
することにより、航空レーザー測距法が、そ
の広域性・迅速さ・精度・経済性などの点で
現在利用可能な最良の森林調査法であるこ
とを示し、京都議定書やポスト京都における
国家規模の森林炭素収支勘定のため、航空レ
ーザー測距法による正確･迅速･透明・安価な
森林計測の方法論を確立することを目的と
した。 
 
３．研究の方法 
 島嶼部 221.7 km2 を除く愛媛全県の森林面
積と蓄積を明らかにするため、2005 年と 2007
年にそれぞれ延べ 1500km におよぶ航空レー
ザー測距を行った。研究予算の制約上、測定
を NASA（米航空宇宙局）との共同研究とし
て、同局の直下型レーザー測距儀を利用する
とともに、全県を平行に覆う測線の間隔を 4 
km として、面積や蓄積はこの幅に当該部分
の測線長を乗じて求めた。この航空レーザー
測定により航跡に沿い平均 12cm 間隔で森林
の樹冠高と地面高が求まるが、これらより樹
冠面と地面を補間推定し、両者の差として航
跡に沿った森林の縦断面を決めた。 
 この森林縦断面の面積を森林蓄積に回帰
するためのアロメトリー式を構築するため、
航跡直下の 150 地点に調査プロットを設け、
森林蓄積を実測した。こうして得た回帰を航
空レーザー測定による全県の森林縦断面に
適用し、2005、2007 年時点における森林蓄積
を求めたうえ、両者の差として森林成長量と
炭素収支を求めた。 
 また、以上で得た結果を森林簿などの官庁
統計と比較し、従来うわさとしては言われて
いたが、官庁統計に対比しうる広域を測定し
得ないため誰もが証明し得なかった官庁統
計の問題点を具体的に明らかにした。 
 
４．研究成果 
 航空レーザー測距法による愛媛県の森林
面積は 4,457 km2で県土の 81.7%となった。海
面や隣県部を除く愛媛県四国本島部の測線
総延長 1,358 km に幅 4km を乗じた県土面積
が 5,432 km2で国土地理院の値 5,455 km2と 20 
km2（県土面積の 0.4 %）しか違わなかったこ
とから、測定誤差は 1 %内外に収まっている
と判断した。 
 この森林面積は森林簿の値 4,003 km2 より
一割ほど大きいが、その理由が主として森林
化した放棄農地であることも、現地調査、文
献調査、航空写真判読などから明らかにした。
すなわち航空レーザーでは形態上の森林は
すべて森林として捉えているが、森林簿では
森林化していても登記上の農地はもちろん
登記変更されたかつての農地も森林として

計上されていないため、森林面積に齟齬を生
じている。 
 森林蓄積は、森林簿の値 8,800 万 m3の６割
増しの 1 億 4300 万 m3強となり、予想通り森
林簿の過少推定を裏付ける結果となった。森
林成長量と炭素固定量は、ともに森林簿に基
づく値の８割弱、それぞれ 147 万 m3/年と 49
万 t/年となり、森林簿では炭素吸収量が過大
評価になることが分かった。蓄積が過小で成
長量が過大となる森林簿の値は、森林を若齢
に評価しすぎているということであるが、世
間一般が若すぎるとしている 30～40 年の標
準伐期齢にいまだ拘泥している林野庁自身
の見解とはよく整合している。本推定にはま
だ多少の補正が見込まれるので、最終的な比
較は多少動くが、上記の矛盾が根本的に解消
されるほどではない。森林簿の精度にはかね
てより多方面から疑義が出されているので、
これに基づくわが国の京都議定書森林炭素
収支勘定には見直しが必要であると結論し
た。 
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